景観形成推進事業について


現状及び施策の方向性

１　現状

山口県は良好な景観に恵まれ、県外からの来訪者からは高く評価されているが、県内に住む人々は当たり前に感じがちである。近年、良好な景観に様々な変化が現れ、県民のまちづくり活動に対する関心が高まる中、県としての景観形成に関する総合的な計画はなく、その取り組みが必要となっていた。

山口県の取り組み

平成15年度から2ヵ年で、「山口県景観形成懇談会」をはじめ、市町村連絡会議、住民ワークショップ等の意見を反映した“山口県景観ビジョン”を策定し、平成17年3月末に公表した。

◆山口県景観ビジョンは良好な景観を守り、育て、活用し、美しいやまぐちづくりを推進するための基本方針


景観法が制定され、地方公共団体（特に市町村）において良好な景観によるまちづくりのための仕組みが整備された。

→　地方公共団体による景観行政への取り組みにより、地域の活性化、観光振興等の推進に大きな差が生じる。


○　日本全国が美しい国づくりに向かう今、“心豊かな”、“暮らしやすい”、

“訪れたくなる”山口県を目指し、ビジョンに基づいた施策を展開

２　課題及び施策の方向性

■課題

○景観に対する意識の低さから見られる良好な景観の喪失

○県土の景観形成のための基盤が未整備

■景観ビジョンにおける県の役割

良好な景観により、住みよさ日本一の県土を創造するため、住民を主役とし、市町村が主体となった美しいやまぐちづくりの誘導、支援を行い、住民の意識の高揚を図り、活躍できる人を育てる。

視点

●県民の景観意識向上、人材育成、景観ネットワークづくり

●市町村支援

●公共事業における先導的な景観形成



◆景観形成事業（H17～H19）

将来の山口県のかたちづくりに向けて、ビジョンを県土の景観形成スタートラインとし、市町村主体の景観行政へ移行していくための素地づくりを今後3ヵ年で展開する。

事業の概要及び全体計画

１　事業の概要

■3ヵ年事業の概要

	事業
	H17
	H18
	H19

	条例制定
	検　討　　　　制定
	
	

	市町村ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
	検　討　　　　策定
	
	

	人材育成
	アドバイザー育成
	
	アドバイザー派遣

	
	
	
	景観教育の教材作成

	意識啓発
	ワークショップ開催
	
	

	
	ｾﾐﾅｰ・ﾌｫｰﾗﾑ等開催
	
	

	
	
	顕彰制度発足
	ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ整備

	公共事業
	庁　内　検　討
	検　討　　　　策定
	試行

	
	
	
	景観影響評価手法　策定


○【条例】山口県景観条例の制定

○【市町村ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ】景観法に基づく景観計画策定のためのガイドラインを作成

○【人材育成】景観の専門家の育成、景観教育のための教材の作成等

○【意識啓発】地域景観ワークショップの開催や美しいやまぐちづくり賞の創設等

○【公共事業】公共事業景観形成ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定、景観影響評価手法の策定等

■施策推進イメージ

２　全体計画及び事業実施による達成目標　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区分
	17年度
	18年度
	19年度

	事業内容
	・条例制定

・市町村ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定

・景観ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度創設

・景観ｻﾎﾟｰﾀｰ制度創設
	・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ育成・派遣

・ワークショップ開催

・顕彰制度創設

・公共事業ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定
	・普及啓発事業

・景観教育教材作成

・景観データベース整備

・景観影響評価手法策定

	事業費
	3,000
	3,000
	未定

	目標
	市町景観行政団体　６
	市町景観行政団体　10
	市町景観行政団体　13市


将来の山口県のかたちづくり





山口県景観ビジョン





目標に向けた素地づくり


（H17～H19）





住みよさ日本一の山口県の実現





訪れたくなる山口県


地域活力　　観光促進


連携･協働　連鎖･波及





暮らしやすい山口県


心地よさ　　　安心感


美化運動　　ゴミ減少





心豊かな山口県


愛着心・誇り　ゆとり


豊かな感性　　美意識





県の役割：市町の景観計画策定の下地となる住民の景観意識


高揚、人材育成、ネットワーク形成、市町村支援等





広域的な施策





景観行政団体


→全市町





◆景観計画策定





○地域の特性を


活かした景観


施策の実施





市町施策





県施策





市町





県








